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第１ 分譲する用地

１．名 称

志布志港 新若浜地区 港湾関連用地（以下「分譲用地」という。）

２．所 在 地

志布志市志布志町安楽字汐掛

３．立地条件

（１）交通条件

ア 港湾

分譲用地は，志布志港新若浜地区の臨港地区内に位置します。

イ 道路

分譲用地の背後地約１．５キロメートルに国道２２０号があり，当該用地か

ら東九州自動車道 曽於弥五郎ＩＣ（加治木ＪＣＴで九州縦貫自動車道に接続）
そ お や ご ろう

まで約２５．５キロメートルの距離にあります。

ウ 空港

分譲用地から鹿児島空港まで約７０キロメートルです。

（２）上水道

志布志市の上水道の利用が可能です。

（３）地下水

地下水が取水可能です。

ただし，各企業でボーリングが必要です。

（４）電力

引込可能普通高圧線（６kV）が隣接しています。

（５）排水

分譲用地に隣接して沿道（臨港道路）が整備されています。

また，分譲の進捗に応じ，当該用地内に道路を整備する計画があります。

汚水（工場排水及び生活排水）については，これらの道路の排水路に，各企業

の責任において県の定める基準値まで排水処理した上で，排水していただきます。

また，排水される汚水の量については，別途，相談いただきます。

（６）地質・地盤

地質・地盤及び地下埋設物（護岸等）の状況は，別図１のとおりです。

（７）公園緑地

分譲用地の背後には，運動施設を有する公園緑地が整備されています。

（８）地域指定

分譲用地は，次に掲げる指定地域に含まれています。

・過疎地域（過疎地域自立促進措置法）

・地方活力向上地域（地域再生法）

・半島振興対策実施地域（半島振興法）

（９）他法令等による規制

① 公害防止
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公害防止については，公害防止関係法によるほか，「鹿児島県公害防止条例」

等による規制があります。

② 都市計画法に基づく用途地域

「工業地域」及び鹿児島県港湾管理条例における臨港地区の分区「工業港区」

に指定されています。

③ 環境施設（緑地等）等の確保（製造業等）

以下のいずれかに該当する場合，工場立地法及び志布志市工場立地法地域準

則条例により，環境施設面積率１０パーセント以上（うち，緑地面積率５パー

セント以上）を確保していただきます。

・一つの団地内における敷地面積 ９，０００平方メートル以上

・建 築 物 の 建 築 面 積 の 合 計 ３，０００平方メートル以上

④ 日南海岸国定公園の普通地域に含まれるため，以下の基準を超える場合は，

県知事に対し，自然公園法に基づく届出が必要になります。

・建築物 高さ１３メートル又は延べ面積１，０００平方メートル

・送水管 長さ７０メートル

・鉄塔 高さ３０メートル

（10）建坪率及び容積率

分譲用地の建坪率は６０パーセント，容積率は２００パーセントです。

第２ 申込資格

１．申込資格

（１）分譲用地を次の用途に供する者とします。

ア 原則として，製造業又は電気・ガス・熱供給・水道業で，雇用の創出や志

布志港における物流の拡大等，地域経済の発展に寄与すると認められるもの。

イ その他，知事が特に必要と認めるもの。

（２）次のアからクまでのいずれにも該当しない者とします。

なお，資格要件確認のため，鹿児島県警察本部に照会する場合があります。

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

イ 暴力団員等（鹿児島県暴力団排除条例（平成26年鹿児島県条例第22号）第

２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）

ウ 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員，支配人，営業所等（営業所，

事務所その他これらに準ずるものをいう。以下同じ。）を代表する者その他

いかなる名称を有するものであるかを問わず法人の経営を行う役職にある者

若しくは経営を実質的に支配している者（以下「法人役員等」という。），法

人格を有しない団体にあっては代表者，理事その他法人役員等と同等の責任

を有する者又は個人にあってはその者，営業所等を代表する者その他いかな

る名称を有するものであるかを問わず個人の経営を行う役職にある者若しく

は経営を実質的に支配している者をいう。以下同じ。）が，暴力団員等であ

ると認められる法人その他の団体又は個人

エ 暴力団又は暴力団員等が，その経営に実質的に関与している法人その他の
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団体又は個人

オ 役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員等を利用している法人そ

の他の団体又は個人

カ 役員等が，暴力団又は暴力団員等に対して，いかなる名義をもってするか

を問わず，金銭，物品その他の財産上の利益を不当に提供し，又は便宜を供

与するなど，直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し，又は関与して

いる法人その他の団体又は個人

キ 役員等が，暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有して

いる法人その他の団体又は個人

ク 役員等が，暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をす

るためにこれらを利用している法人その他の団体又は個人

第３ 分譲用地

１．分譲用地

別図２のとおり

２．分譲面積

約１２．３ｈａ（うち道路整備計画を除いた面積：約１０．７ｈａ）

３．分譲規模

一括購入は可能であり，一部分譲を希望する場合は，原則として取得面積を

６，０００平方メートル（約１，８１５坪）以上とします。

ただし，区画割上差し支えないと認められる場合はこの限りではありません。

なお，一部分譲希望の場合，残地部分の分譲に支障がないよう場所等を調整させ

ていただく場合があります（別図３参照）。

第４ 分譲条件

１. 土地代金の納入方法

（１）納入方法

一括払いを原則とします。ただし，やむを得ないと認めた場合は，３年以内

に限り分割納入ができます。

分割納入の方法は，次のとおりです。

納入時期 納 入 額

売買契約の日から１年以内 売買代金の５０パーセント以上（ただし，

売買契約締結と同時に知事が別に定める期

日までに売買代金の１０パーセント以上）

売買契約の日から２年以内 残額の５０パーセント以上

売買契約の日から３年以内 残額
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（２）延納利息

分割納入の場合は，売買契約後納入する分割納入金について延納利息（売買

契約を締結した日における財政融資資金（普通地方長期資金）の固定金利方式

に基づく貸付金利に年１．０パーセントを加えて得た率の利息）が付きます。

（３）遅延利息

分割納入金を納入期限までに支払わない場合は，その納入期限の翌日から支

払いのあった日までの期間につき年２．７パーセントの割合で計算した遅延利

息が付きます。

（４）納入手続

鹿児島県が発行する納入通知書により納付していただきます。

２. 所有権の移転及び土地の引渡し

（１）土地の所有権は，売買代金その他の支払金（延納利息など）が完納されたと

き移転します。

土地は，所有権が移転した時に引渡します。

ただし，事前使用を認めます。

（２）土地引渡し後又は事前使用開始の日以後，当該土地の管理責任（公租公課の

負担を含む。）は，土地取得者が負うことになります。

３. 用途指定

土地売買契約締結の日から１０年間は，当該土地を指定用途以外に使用すること

はできません。

また，１０年間が経過した後も，鹿児島県が管理する港湾の臨港地区の分区にお

ける構築物の規制に関する条例による制限があります。

４. 工場等建設操業の義務

土地売買契約締結の日から，２年以内に工場等の建設に着手し，３年以内に操業

を開始しなければなりません。

５. 権利の設定等の禁止

土地売買契約締結の日から１０年間は，鹿児島県の承認を得ないで当該土地に権

利の設定をしたり，所有権の移転等をすることはできません。

６. 公害防止の義務

法令等に基づき，公害防止及び予防措置を十分に行うほか，知事が特に必要があ

ると認めて指示した具体的措置を履行していただきます。

７. 土地売買契約の解除

（１）土地取得者が，土地売買契約締結の日から１０年以内に契約条件等に違反した

場合は，契約を解除し，当該土地を売渡した価格で買戻すことがあります。

（２）契約を解除し，土地を買戻した場合は，違約金として，土地売買代金の２０パ

ーセント（契約締結後１か月以内の場合は１０パーセント）を徴収します。
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８. その他

（１）分譲地内に配電線及び電話線のための電柱又は支線を設置することを承諾して

いただきます。

（２）取得した土地の地下埋設物の所有権は，土地の取得者に帰属するものとします。

第５ 立地企業の選考及び契約

１. 選考

（１）選考方法

県が設置する選考委員会で審査・選考の上，内定者を決定します。

（２）選考基準

以下の項目を要件とし，分譲総額（分譲単価×分譲面積）が高い者を優先しま

す。また，分譲総額が同じ場合は，新規雇用者数が多い者を優先します。

なお，分譲希望場所が重複する場合は，分譲総額の高い者から優先して分譲地

を調整します。

※ 分譲単価には，電線・電話及び敷地内への上水道等の引込管の敷設費は含ま

れていません。

２. 契約

（１）内定者は，別途指定する期間内に鹿児島県と土地売買契約を締結していただき

ます。この期間内に契約を締結されなかった場合は，立地企業としての権利を放

棄したものとみなし，内定を取り消すことがあります。

（２）当該契約につき鹿児島県議会の議決が必要な場合は，第５の２．（１）の契約

は仮契約として締結し，当該契約に係る議会の議決を経たときに本契約となりま

す。

第６ 分譲申込みの方法

１. 必ず所定の申込書により申込んでください。また，記載にあたっては黒インク又

は黒のボールペンで鮮明に記入してください。

なお，申込書には，下記の書類を添えて１部提出してください。

ア 主要施設の配置図（縮尺５００分の１以上。事業計画が数期にわたる場合は，

全期間の配置図。）

項　目 要件

分譲単価 26,783円/m2以上

雇用計画 新規雇用者数11人以上

港湾施設の利活用 原料の輸移入や製品の輸移出により岸壁等の港湾施設を利活用
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イ 製造工程図

ウ 定款

エ 登記事項証明書

オ 貸借対照表（過去２か年分）

カ 損益計算書（ 〃 ）

キ 納税証明書（ 〃 ）

ク その他必要と認められる書類（融資見込証明書など）

※ 共同購入，協同組合等の場合は，組合員等個々の申請書及び上記添付書類を提

出のこと。

２. 申込みの際は，事業計画について質問することがありますので，申込書は回答の

できる責任者が持参してください。

３. 申込書，その他の提出書類に虚偽の記載があったときは，申込みの受付及び立地

企業の内定を取り消すことがあります。

４. 提出書類に不備があり，当該不備について別途指定する期限までに補正されない

場合は，申込みの受付を取り消すことがあります。

５. 提出された書類は，返却しません。

第７ 申込みの受付

１. 受付期間

随時（ただし，土曜，日曜，祝祭日は除きます。）

※受付は各月末毎に締め切り，その月の間に受け付けた申込みについて一括

して審査・選考を行います。

２．受付場所

○鹿児島市鴨池新町１０番１号 県庁１５階

鹿児島県土木部港湾空港課（メールアドレス：kouwanp@pref.kagoshima.lg.jp）

（FAX：099-286-5629）

○鹿児島市鴨池新町１０番１号 県庁１０階

鹿児島県商工労働水産部産業立地課

○東京都千代田区平河町２－６－３ 都道府県会館１２階

鹿児島県東京事務所

○大阪市北区梅田１丁目３番１－９００号 大阪駅前第一ビル９階

鹿児島県大阪事務所

6

mailto:kouwanp@pref.kagoshima.lg.jp


別図１地質調査ボーリング試験箇所

志布志港新若浜地区

港湾関連用地

●

Bor．１

●

Bor．２

志布志港新若浜地区

港湾関連用地
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凡例　赤線…護岸等　　青線…ボックスカルバート

地下埋設物位置図（護岸等） 別図１
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分譲用地（用地平面図） 別図２

296-6

296-11
296-8

296-12 296-9

296-13 296-10
296-14

296-7

296-2
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道路整備計画と区画割のイメージ 別図３

・全体面積 ：約１２．３ｈａ
・うち道路整備計画を除いた面積：約１０．７ｈａ

道路については

未整備である

約２６０ｍ

約４２０ｍ

約6,000m2

最小面積での

区画割イメージ
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